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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号。

以下「政令」という。）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号。以下「省令」とい

う。）に定めるもののほか、法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２章 介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給 

付費、特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、地

域相談支援給付費、特例地域相談支援給付費、自立支援医療費、

療養介護医療費及び基準該当療養介護医療費の支給 

（支給決定等の申請等） 

第２条 省令第７条第１項、第34条の３第１項又は第34条の31第１項に規定す

る申請書は、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地



域相談支援給付費支給申請書（別記第１号様式）によるものとする。 

２ 省令第７条第２項第１号又は第34条の３第２項第１号に掲げる書類は、世

帯状況・収入等申告書（別記第２号様式）とする。 

（医師の意見書） 

第３条 市長は、法第20条第１項の規定による介護給付費等の支給決定の申請

があったときは、障害支援区分の認定に係る医師意見書作成依頼書（別記第

３号様式）により、当該医師に当該申請に係る意見書の提出を依頼するもの

とする。 

２ 省令第７条第２項第３号に規定する医師の診断書は、医師意見書（別記第

４号様式）によるものとする。 

３ 第１項の規定による依頼により当該医師から意見書の提出があったときは、

省令第７条第２項の規定による同項第３号の医師の診断書の添付があったも

のとみなす。この場合において、当該意見書の作成に要する費用は、市が負

担するものとする。 

（サービス等利用計画案の提出を求める通知） 

第４条 省令第12条の３（第19条第２項において準用する場合を含む。）又は

省令第34条の37の規定による通知は、浦安市サービス等利用計画案提出依頼

書（別記第５号様式）により行うものとする。 

（障害支援区分の認定の通知） 

第５条 政令第10条第３項の規定による通知は、浦安市障害支援区分認定通知

書（別記第６号様式）により行うものとする。 

２ 政令第13条において準用する政令第10条第３項の規定による通知は、浦安

市障害支援区分変更認定通知書（別記第７号様式）により行うものとする。 

（支給決定等の通知等） 

第６条 市長は、法第22条第１項、第34条第１項又は第51条の７第１項の規定

により支給の決定を行ったときは、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定

障害者特別給付費 地域相談支援給付費支給決定通知書（別記第８号様式）

により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

２ 市長は、法第22条第１項、第34条第１項又は第51条の７第１項の規定によ

り支給しない旨の決定を行ったときは、浦安市介護給付費 訓練等給付費 



特定障害者特別給付費 地域相談支援給付費支給却下決定通知書（別記第９

号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 （受給者証等） 

第７条 法第22条第８項に規定する受給者証は障害福祉サービス受給者証（別

記第10号様式）とし、法第51条の７第８項に規定する地域相談支援受給者証

は地域相談支援受給者証（別記第11号様式）とし、省令第64条の２第３項に

規定する療養介護医療受給者証は療養介護医療受給者証（別記第12号様式）

とする。 

（支給決定等の変更の申請等） 

第８条 省令第17条又は第34条の44に規定する申請書は、浦安市介護給付費 

訓練等給付費 特定障害者特別給付費 地域相談支援給付費支給決定変更申

請書（別記第13号様式）によるものとする。 

２ 前項の申請書には、省令第７条第２項第１号及び第３号に掲げる書類を添

付しなければならない。ただし、市長は、当該書類により証明すべき事実を

公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させることが

できる。 

３ 前項本文に規定する省令第７条第２項第１号に掲げる書類は、世帯状況・

収入等申告書（別記第２号様式）によるものとする。 

４ 第３条の規定は、法第24条第１項の規定による支給決定の変更の申請があ

ったときについて準用する。 

（支給決定等の変更の決定等の通知） 

第９条 市長は、法第24条第２項又は第51条の９第２項の規定により支給決定

の変更の決定を行ったときは、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定障害

者特別給付費 地域相談支援給付費支給決定変更通知書（別記第14号様式）

により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

２ 市長は、法第24条第２項又は第51条の９第２項の規定により変更しない旨

の決定を行ったときは、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別

給付費 地域相談支援給付費支給決定変更却下通知書（別記第15号様式）に

より、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 



（支給決定等の取消しの通知） 

第１０条 省令第20条第１項、第34条の６第２項又は第34条の49第１項の規定

による通知は、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 

地域相談支援給付費支給決定取消通知書（別記第16号様式）により行うもの

とする。 

（申請内容の変更の届出） 

第１１条 省令第22条第１項、第34条の３第４項又は第34条の48第１項に規定

する届出書は、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特定障害者特別給付費 

地域相談支援給付費申請内容変更届出書（別記第17号様式）によるものとす

る。 

（受給者証等の再交付の申請） 

第１２条 省令第23条第１項、第34条の50第１項又は第64条の２の２第２項に

規定する申請書は、浦安市受給者証等再交付申請書（別記第18号様式）によ

るものとする。 

（特例介護給付費等の支給の申請等） 

第１３条 省令第31条第１項、第34条の４第１項又は第34条の53第１項に規定

する申請書は、浦安市特例介護給付費 特例訓練等給付費 特例特定障害者

特別給付費 特例地域相談支援給付費支給申請書（別記第19号様式）による

ものとする。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、支給の

可否を決定し、その結果を浦安市特例介護給付費 特例訓練等給付費 特例

特定障害者特別給付費 特例地域相談支援給付費支給・支給却下決定通知書

（別記第20号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

（特例介護給付費等の額） 

第１４条 法第30条第３項の規定により市が定める特例介護給付費又は特例訓

練等給付費の額は、同項の規定によりその基準とされる額とする。 

２ 法第51条の15第２項の規定により市が定める特例地域相談支援給付費の額

は、同項の規定によりその基準とされる額とする。 

（介護給付費等の額の特例） 

第１５条 支給決定障害者等は、法第31条の規定により介護給付費等の額の特



例の適用を受けようとするときは、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特例

介護給付費 特例訓練等給付費特例適用申請書（別記第21号様式）に、第７

条に規定する障害福祉サービス受給者証及び障害福祉サービスに要する費用

を負担することが困難であることを証する書類を添えて、市長に申請しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、その

結果を、浦安市介護給付費 訓練等給付費 特例介護給付費 特例訓練等給

付費特例適用・適用却下決定通知書（別記第22号様式）により、当該申請を

行った者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により特例の適用を決定したときは、第７条に規定す

る障害福祉サービス受給者証に当該決定に係る事項を記載し、これを返還す

るものとする。 

４ 第２項の規定により特例の適用の決定を受けた支給決定障害者等は、当該

特例を必要とする事情が消滅したときは、直ちにその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

（負担上限月額の管理） 

第１６条 市長は、支給決定障害者等のうち、政令第17条に規定する負担上限

月額を超えると見込まれるもの（以下「上限額管理対象者」という。）につ

いて、当該支給決定障害者等が利用する障害福祉サービス又は計画相談支援

を提供する事業所（以下「サービス提供事業所」という。）により負担上限

月額の管理を行う必要があると認めるときは、第７条に規定する障害福祉サ

ービス受給者証を交付する際に、当該受給者証に上限額管理対象者である旨

を記載するものとする。 

２ 上限額管理対象者は、複数のサービス提供事業所と利用契約を締結した場

合に、いずれかのサービス提供事業所に負担上限月額の管理の依頼を行うこ

とができる。 

３ 上限額管理対象者は、前項の規定による負担上限月額の管理の依頼を行っ

たときは、浦安市障害福祉サービス利用者負担上限額管理事務依頼届出書

（別記第23号様式）に、第７条に規定する障害福祉サービス受給者証を添え

て、市長に届け出なければならない。 



４ 市長は、前項の規定による届出を受けたときは、当該受給者証に負担上限

月額の管理に必要な事項を記載し、これを返還するものとする。 

 （省令第34条の５第１項の規定による額の変更の通知） 

第１７条 省令第34条の５第１項の規定による通知は、浦安市特定障害者特別

給付費の額の変更通知書（別記第24号様式）により行うものとする。 

（計画相談支援給付費の支給の申請等） 

第１８条 省令第34条の54第１項に規定する申請書は、浦安市計画相談支援給

付費支給申請書（別記第25号様式）によるものとする。 

２ 前項の申請書には、浦安市計画相談支援依頼事業所届出書（別記第26号様

式）を添付しなければならない。 

３ 省令第34条の54第２項の規定による通知は、浦安市計画相談支援給付費支

給・支給却下決定通知書（別記第27号様式）により行うものとする。 

４ 計画相談支援対象障害者等が特定相談支援事業所を変更したときは、浦安

市計画相談支援依頼事業所届出書（別記第26号様式）により、市長に届け出

なければならない。 

５ 省令第34条の55第２項の規定による通知は、浦安市計画相談支援給付費支

給決定取消通知書（別記第28号様式）により行うものとする。 

（自立支援医療費の申請等） 

第１９条 省令第35条第１項に規定する申請書は、育成医療に係るものにあっ

ては浦安市自立支援医療費（育成医療）支給認定申請書（別記第29号様式）

によるものとし、更生医療に係るものにあっては浦安市自立支援医療費（更

生医療）支給認定申請書（別記第30号様式）によるものとする。 

２ 腎臓機能障がいに対する人工透析を受けている者にあっては、前項の申請

書に、省令第35条第２項に規定する書類のほか、特定疾病療養受療証の写し

を添付しなければならない。 

３ 育成医療に係る省令第35条第２項第１号に規定する医師の意見書は、自立

支援医療（育成医療）意見書（別記第31号様式）によるものとする。 

４ 市長は、第１項の申請書の提出があった場合において、必要があると認め

るときは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第９条第７項に規定

する身体障害者更生相談所の長に対し、意見を求めるものとする。 



５ 市長は、法第54条第１項の規定により支給認定をし、又は支給認定の却下

をしたとき（精神通院医療に係るものを除く。）は、浦安市自立支援医療費

（育成医療・更生医療）支給認定・支給認定却下通知書（別記第32号様式）

により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

（医療受給者証等） 

第２０条 法第54条第３項に規定する医療受給者証は、育成医療の場合にあっ

ては自立支援医療受給者証（育成医療）（別記第33号様式）とし、更生医療

の場合にあっては自立支援医療受給者証（更生医療）（別記第34号様式）と

する。 

２ 市長は、前項の医療受給者証を交付する場合において、必要があると認め

るときは、浦安市自立支援医療費（育成医療・更生医療）自己負担上限額管

理票（別記第35号様式）を併せて交付するものとする。 

 （支給認定の変更の申請等） 

第２１条 省令第45条第１項に規定する申請書は、浦安市自立支援医療費（育

成医療・更生医療）支給認定変更申請書（別記第36号様式）によるものとす

る。 

２ 市長は、法第56条第２項の規定により支給認定の変更の認定を行ったとき

は、浦安市自立支援医療費（育成医療・更生医療）支給認定変更通知書（別

記第37号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

３ 市長は、法第56条第２項の規定により支給認定の変更の認定の却下をした

ときは、浦安市自立支援医療費（育成医療・更生医療）支給認定変更却下通

知書（別記第38号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

（自立支援医療費の申請内容の変更の届出） 

第２２条 省令第47条第１項に規定する届出書は、浦安市自立支援医療費（育

成医療・更生医療）支給認定申請内容変更届出書（別記第39号様式）による

ものとする。 

（医療受給者証の再交付の申請） 

第２３条 省令第48条第１項に規定する申請書は、浦安市自立支援医療受給者

証（育成医療・更生医療）再交付申請書（別記第40号様式）によるものとす

る。 



 （自立支援医療支給認定の取消しの通知） 

第２４条 省令第49条第１項の規定による通知は、浦安市自立支援医療費（育

成医療・更生医療）支給認定取消通知書（別記第41号様式）により行うもの

とする。 

 （治療装具等に係る自立支援医療費の支給の申請等） 

第２５条 支給認定障害者等は、育成医療又は更生医療の実施に必要な治療材

料、治療装具、移送及び施術（以下「治療装具等」という。）に係る自立支

援医療費の支給を受けようとするときは、浦安市自立支援医療費（治療装具

等）支給申請書（別記第42号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。 

(1) 着装証明書（別記第43号様式）（治療装具の場合に限る。） 

(2) 治療装具等の領収書の写し 

(3) 医療保険各法による給付額を証する書類 

(4) 第20条第１項に規定する、自立支援医療受給者証（育成医療）（別記

第33号様式）又は自立支援医療受給者証（更生医療）（別記第34号様式） 

(5) 第20条第２項に規定する浦安市自立支援医療費（育成医療・更生医療）

自己負担上限額管理票（別記第35号様式）の写し 

(6) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、その

結果を、浦安市自立支援医療費（治療装具等）支給・支給却下決定通知書

（別記第44号様式）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

３ 前項の場合において、支給の決定を受けた支給認定障害者等は、浦安市自

立支援医療費（治療装具等）請求書（別記第45号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

（基準該当療養介護医療費の支給の申請等） 

第２６条 省令第64条の３第１項に規定する申請書は、浦安市基準該当療養介

護医療費支給申請書（別記第46号様式）によるものとする。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、支給の

可否を決定し、その結果を浦安市基準該当療養介護医療費支給・支給却下決

定通知書（別記第47号様式）により、当該申請を行った者に通知するものと



する。 

第３章 補装具費の支給 

（補装具費の支給の申請等） 

第２７条 省令第65条の７第１項に規定する申請書は、浦安市補装具費支給申

請書（別記第48号様式）によるものとする。 

２ 省令第65条の７第１項第６号に規定する医師の意見書又は診断書は、補装

具費支給医師意見書（別記第49号様式）によるものとする。 

（補装具費の支給の決定等） 

第２８条 市長は、法第76条第１項の規定により支給の決定を行ったときは、

浦安市補装具費支給決定通知書（別記第50号様式）により、当該申請を行っ

た者に通知するものとする。この場合において、市長は、当該支給の決定を

した者（以下「補装具費支給決定者」という。）に対し、浦安市補装具費支

給券（別記第51号様式）を交付するものとする。 

２ 市長は、法第76条第１項の規定により支給しない旨の決定を行ったときは、

浦安市補装具費支給却下決定通知書（別記第52号様式）により、当該申請を

行った者に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による決定は、当該申請に係る補装具の販売、貸与又は修理

（以下「販売等」という。）を行う事業者（以下「補装具事業者」という。）

が次条の規定による方法により給付等をすることができる場合に限り行うこ

とができる。 

（補装具費の支給） 

第２９条 市長は、補装具費支給決定者が当該補装具事業者に支払うべき当該

補装具費の販売等に要した費用について、支給をすべき額の限度において、

当該補装具費支給決定者に代わり、当該補装具事業者に支払うものとする。 

２ 前項の規定による支払があったときは、補装具費支給決定者に対し、補装

具費の支給があったものとみなす。 

第４章 高額障害福祉サービス等給付費の支給 

（高額障害福祉サービス等給付費の支給の申請等） 

第３０条 省令第65条の９の２第１項又は第３項に規定する申請書は、浦安市

高額障害福祉サービス等給付費支給申請書（別記第53号様式）によるものと



する。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、支給の

可否を決定し、その結果を浦安市高額障害福祉サービス等給付費支給・支給

却下決定通知書（別記第54号様式）により、当該申請を行った者に通知する

ものとする。 

第５章 雑則 

（補則） 

第３１条 この規則に定めるもののほか、法、政令又は省令の施行に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この規則は、令和５年10月１日から施行する。 


